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事実の概要

　原告Ｘはサッカーの東京都社会人 4 部リーグ
に所属するチーム（Ａ）のメンバーであった。Ｘ
は平成 24 年 6 月、千葉市内のサッカー場で行わ
れた同リーグの試合に出場した。試合の後半、Ｘ
は、Ａチームの選手によって自陣から前方へ蹴り
出されたボールを右太腿でトラップして手前に落
とし、左足で蹴ろうとした。その時、そこに走り
込んで来た相手チーム（Ｂ）に所属する被告Ｙ１

が伸ばした左足の裏側が、Ｘの左脛部と接触した
（以下、Ｙ１の上記プレーを「本件行為」と、上記接
触事故を「本件事故」という）。
　本件行為によりＸが倒れたため、試合は一時中
断されたが、当該プレーに対してレフェリーによ
るファウルの判定、警告及び退場処分はなく、Ｘ
がフィールド外に運び出されると、試合はドロッ
プボール（競技規則のどこにも規定されていない理
由によって一時的にプレーを停止したときにプレー
を再開する方法）により再開された。フィールド
外に運び出されたＸは、病院に救急搬送されたが、
左下腿脛骨及び左下腿腓骨骨折の傷害を負った。
　Ｘは、上記傷害は本件行為に起因するものだと
して、Ｙ１及び同人を指導監督すべきＢチームの
代表者Ｙ２に対し、共同不法行為（民法 719 条 1 項
前段）に基づき、治療のための費用等について損
害賠償を請求した。

判決の要旨

　本判決は、本件行為をなしたＹ１の責任は肯定

したが、Ｙ２の責任は否定した。

　１　プレーヤーの責任（肯定）
　(1)　Ｙ１の故意または過失の有無
　「必ずしもＸが（Ｘがトラップした）ボールを
コントロールしていたといえる状況にはないし、
……Ｙ１がボールに触れて弾き出していることに
加えて、審判がファウルの判定すらしていないこ
となどから客観的に考察」した結果、本件行為が

「故意にＸの左足を狙っ」たとのＸ側主張は退け
られる。しかしながらＹ１は、「……トラップして
手前に落ちたボールをＸが蹴り出そうと足を振り
上げることは当然認識、予見していた」ので、「Ｘ
との接触を回避することも十分可能であった」に
もかかわらず、「走り込んで来た勢いを維持しな
がら、膝の辺りの高さまでつま先を振り上げるよ
うにして、足の裏側をＸの下腿部の位置する方に
向けて突き出しているので」、「少なくともＹ１に
過失があったことは明らかである」。
　(2)　本件行為の違法性が阻却されるか（否定）
　本件行為は、「競技規則 12 条に規定されてい
る反則行為のうち、……著しく不正なファウルプ
レー……と判定され、退場処分が科されるという
ことも考えられる行為であったと評価できる」。
また「……骨折により入院手術を余儀なくされる
ような傷害を負うことは、常識的に考えて、競技
中に通常生じうる傷害結果とは到底認められな
い」ので、「本件行為は、社会的相当性の範囲を
超える行為であって、違法性は阻却されないとい
うべきである」。
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　２　過失相殺（否定）
　「Ｘは、先にボールをトラップし、ボールを蹴
り出すための動作を開始していた状況にあり、本
件事故直前にＸが左足を振り上げる動作と、Ｙ１

が左足を伸ばす動作とがほぼ同時に開始されてい
ることからすると、Ｘの方がＹ１の動きを見てボー
ルへの接触を控えるべきであったなどという状況
にはない」ので、「Ｘが不注意にも自身の左足を
出したがために本件事故が起きたなどということ
はできず、過失相殺を講じることが相当とはいえ
ない」。

　３　指導・監督者の責任（否定）
　「社会人サッカーチームであり、代表であるが
ゆえに、当然にチーム内の個々の選手の試合中の
プレーに関して一般的に指導、監督義務があると
いえるものではない」。「また、Ｙ１の本件行為に
ついてＹ２が指示ないし命令をしたとか、日ごろ
Ｙ１が本件行為のようなプレーを繰り返しており、
本件も予測できたにも関わらず漫然と指導、監督
を怠ったなど、本件行為に即した具体的な注意義
務違反の主張立証がされているともいえない」。

判例の解説

　一　はじめに
　スポーツの練習中または試合中に起きた事故
は、一般的には正当行為ないし危険の引き受けに
より違法性が阻却されるが、例外的に、容認され
る行為の限度を超えて違法性そして予見可能性

（過失）が認められれば、原因行為者に不法行為
責任が認められる可能性もある１）。特にサッカー、
ラグビー等の球技や柔道、ボクシング、相撲等の
格闘技のように、そのルール上他の競技者と接
触、衝突して行うことが予定されている競技にお
いては、接触を予定していない競技（例えばスキー）
と比較した場合、注意義務が軽減される可能性が
高いと解されてきた２）。サッカー競技者の不法行
為責任を肯定した本判決はしたがって、例外的な
ケースであるといえよう。

　二　プレーヤー（原因行為者）の責任
　１　故意または過失の有無
　故意とは私法上、自己の行為から一定の結果が
生じることを知りながらあえてその行為をするこ

とを意味する３）。本件行為が故意に相当するか否
かについて本判決は、必ずしもＸがボールをコン
トロールしていたといえる状況にはないし、ミー
トはしていないながらもＹ１がボールに触れて弾
き出していることに加えて、審判がファウルの判
定すらしていないことなどから、Ｙ１が故意にＸ
の左足を狙って本件行為に及んだとまで断定する
ことはできない、とした。具体的状況を的確に分
析した至極当然の判断であるといえるが、故意の
有無の認定においてグランドの審判の判定を一つ
の基準として採用しているところが注目に値す
る。
　他方、過失とは、損害の発生を予見し防止する
注意義務を怠ることであるので４）、プレーヤー間
の事故における過失の評価においてはまず、予見
可能性の有無を判断する必要がある。その予見可
能性について本判決ははじめに、Ｙ１がＸのとこ
ろまで走りこんだ時点で、Ｘが既にボールに働き
掛けていたことから、当然Ｘの次のプレー（ボー
ルを蹴ろうと足を振り上げること）は認識、予見し
ていたはずである、とした。続いて、そうした状
況下でなされた本件行為が、「抽象的な身体の接
触に発展する可能性を予見できても、Ｘに重大な
傷害結果が発生することまで予見することは不可
能であるし、結果を回避することも不可能であっ
た」、というＹ１側の主張を退けた。
　これらのことから本判決は、通常の競技者であ
れば、相手のプレーを常時予測することは可能で
あり、適正な回避措置をとることができるとの前
提に立っていると思われる。しかしながら一般論
として、本件のようなボールゲームにおいて、全
てのプレーを予測することは困難であるため、あ
らゆる状況に即した回避行動をとることはほぼ不
可能である。そのような事情を考慮し、これまで
の裁判例では過失の認定に消極的であったといえ
よう５）。また本件に即していえば、Ｙ１は当然Ｘ
がトラップしたボールに対しても視線を落として
いるので、Ｘがボールを蹴るために足を振り上げ
ることのみに注視できたわけではなく、本件行為
が終局的にＸに対して何らかの傷害を負わせるこ
とまでを十分に予見できたかどうかについて、や
や疑問が残る。したがって、本判決が本件行為を

「軽過失にとどまるものとはいえない」と評価し
たことについて、本判決では検討されることのな
かった当事者の属性（競技レベル）も考慮に入れ
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た上で、上級審でさらに審理が尽くされることが
望まれるように思われる。

　２　違法性の阻却
　本判決はまず一般論として、違法性が阻却され
る事由として、当該行為が社会的相当性の範囲内
の行為であったことを指摘している。また、社会
的相当性の範囲内の行為であるか否かについて
は、①当該行為の態様、方法が競技規則に照らし
て相当なものであったかどうか、②競技において
通常生じ得る負傷の範囲内にとどまるものである
かどうか、③加害者の過失の程度、を総合的に判
断すべきであるとしている。①と③は当該行為に
対する評価、すなわちその行為が正当な行為で
あったか否かが、また②に関しては、損害の重大
性、すなわちその損害が承諾・同意した範囲であ
るかどうか（危険の引き受け）が、それぞれ評価
されなければならないといえよう。スポーツ活動
中の加害行為の社会的相当性を、このように総合
的に評価することについては、従前から提唱され
ており６）、必ずしも特異であるとはいえずむしろ
当然であるといえよう。
　本判決は、サッカーの試合に出場することに
よって、骨折やその治療のために 7 カ月の休職、
休暇を余儀なくされるような傷害を負うことは、
到底認められないものであり、違法性は阻却され
ない、とした。ここには、サッカー競技の特性上、
一定のコンタクトが生じ軽傷を負うことは承諾し
ているが、アメリカンフットボールなどの競技で
は常態化する強い衝撃を伴うコンタクトによっ
て、骨折等の重傷を負うことまでは承諾したもの
ではないとの判断がある。すなわち本判決は、ルー
ル上コンタクトが認められる競技であるといって
も、そのコンタクトのレベルは多様であり、その
ような種目特性を考慮した丁寧な評価を加えてい
るといえよう。
　一方、本件行為が正当行為（スポーツ活動中に
他のプレーヤーを負傷させたとしても、当該競技の
ルールに従っている限り、その行為の違法性が阻却
される）に相当するかについて本判決は、グラン
ド上の審判の判断とは異なり、裁判所自らが本件
行為をサッカーの競技規則に照らして著しく不正
なファウルプレーであったと評価して、社会的に
相当範囲内の行為には当たらない、とした。サッ
カーのように、そのルール上他の競技者と接触、

衝突して行うことが予定されている競技中の事故
に関しては、正当行為という考え方は広く受け入
れられてきたので、その意味において本判決は例
外的なケースであったといえる。他方、本判決を
下すに際して裁判所は、故意の有無の認定のとき
と同様、当該スポーツのルールに照らして本件行
為の社会的相当性を判断しており、競技ルールが
少なくとも法を適用する上での一つの重要な基準
となることが、改めて確認されたといえよう。

　三　過失相殺
　本判決は、ＸがＹ１よりも先にボールをトラッ
プし、ボールを蹴り出すための動作を開始してい
た状況にあり、本件事故直前にＸの左足を振り上
げる動作とＹ１が左足を伸ばす動作とがほぼ同時
に開始されたことを理由に、Ｘの行為には過失が
ないとした。しかしながら、トラップしたボール
がＸの 1 メートルほど前に落ちていることを勘
案すれば、必ずしもＸがそのボールをコントロー
ルしていた状況にはなかったといえる。Ｘが確実
にボールをコントロールしている状況であったな
らば、それに対するＹ１の対応（プレー）も変わっ
ていた可能性があるので、そのような状況を生み
出したＸのやや未熟な技術も、本件事故を誘発し
た一因であったと推察できる。また、東京都社会
人 4 部リーグという下部リーグの試合であれ、公
式戦であることには違いないので、Ｘがプレー上
の危険を理解し一定程度のリスクを引き受けた上
で試合に参加したということもできる。したがっ
て、本件においては一定程度の過失相殺を認める
べきであったと思われる。実際、本件と類似する
ケース（ただし、ラグビー競技中の事故で被害者は
本件よりも重度の傷害を負った）において裁判所は、
被害者が当該競技に参加するリスクを引き受けた
上で試合に出場したと解されることや、被害者の
プレーがやや未熟であったことも勘案して、加害
者の損害賠償責任を軽減する判断を下している７）。

　四　指導・監督者の責任
　本判決は、Ｙ２が指導・監督義務を怠ったとの
Ｘ側の主張を採用しなかった。その理由は、①
Ｙ１の所属するチームは社会人チームであり、Ｙ２

がその代表であるからといって、個々の選手の試
合中のプレーに関して一般的に指導・監督義務が
あるとはいえない；②本件行為についてＹ２が指
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示したとか、日ごろからＹ１が危険なプレーを繰
り返しており、本件も予測できたにもかかわらず
漫然と指導・監督を怠ったなどの、具体的な注意
義務違反がなかった。すなわち本判決は、一般論
として、同好会的なチームであれば、指導的な立
場にあるというだけで指導・監督義務が生じると
はしなかったわけである。ただし、同好会的なチー
ムであったとしても、危険なプレーの実行を指示
したということであれば、その責任が追及される
可能性は残されるといえよう。また、指揮・監督
権が明確な例えばプロチームの場合には、一般的
な指導・監督義務を有すると解釈される可能性も
あろう。フランス法では、プロチームに所属する
選手が、試合中もしくは練習中にフォート８）を
犯したと認定されたならば、所属チームの責任が
認められる可能性が解釈上確立されており（ただ
し、使用者責任として）、比較法の見地からも必ず
しも特異な解釈ではないということができよう９）。

　五　本判決の評価とその影響
　従来の球技系スポーツのプレーヤー間の事故に
関する裁判例とは異なり、本判決は損害賠償請求
を容認した。しかし他方では、単にスポーツ活動
中に起きた事故ということだけで、免責される可
能性が確実に狭まっている近時の裁判例 10）と軌
を一にするともいえる。このような法の適用は、
被害者救済の可能性を広げるものであると評価で
きるが、なお個別案件を丁寧に評価した上でなさ
れるべきである。というのは、スポーツ活動への
参加者の責任の厳格化は、活動の委縮につながる
ことが懸念されるためである 11）。また、スポー
ツ活動への参加が基本的には本人の意思によるこ
とを勘案するならば、無過失もしくは犯した過失
が軽度にとどまる者にまで責任を負担させること
は避けるべきである。そこにスポーツ事故に関し
て、不法行為法の範疇でのみ被害者の救済を図る
ことへの限界がある。そのため、被害者救済のた
めの別の制度、例えば保険制度を積極的に活用す
ることも視野に入れるべきであるといえよう。す
なわち、本判決は、参加者自らも自身が負傷する
リスクに備えるための傷害保険への加入、また参
加者や管理・監督者（個人・団体）が賠償責任を
負うリスクに備える民事責任保険への加入の必要
性を、改めて認識させた判決であったとも評価す
ることができる。
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